
令和元年度第１２回公立大学法人滋賀県立大学役員会議事録 

 

日時・場所：令和２年２月４日（火）15:30～16:55 評議会室 

出 席 者：廣川理事長、青木副理事長、倉茂理事、山根理事、髙橋理事、 

林理事、木村理事、山本監事、元永監事 

事 務 局：久保田事務局次長、山田総務課長、辻財務課長、小椋経営企画課長、 

澤村学生・就職支援課長、郡田教務課長、土渕地域連携・研究支援課長 

杉田課長補佐、吉田主幹 

   

   令和元年度第１１回公立大学法人滋賀県立大学役員会議事録（案）について、 

原案のとおり承認された。 

 

議 題 

（審議事項） 

１ 令和２年度計画（素案）について 

    小椋経営企画課長から資料に基づき説明があり、意見交換が行われた。今後、必要な

修正等行い、３月開催の役員会で審議の上決定し、県へ提出する予定であるとの説明が

あった。 

 

   〔主な意見・質疑等〕 

・本日の衆議院予算委員会の質疑において、東京への流入超過の対策として地方の

大学を増やすとの発言があった。そうなった場合、地方の大学から地元への就職

を増やすことも考えることになるので、本学卒業生の就職先についても問われる

ことになると見込まれる。こういった点について、計画において意識しておく必

要があるのではないか。 

→ＣＯＣ＋の取り組みで地元定着について取り組んできた。ＣＯＣ＋の事業は

終了するが、学生が地元企業を就職の対象として考えるように助言するなど

の取り組みはできると考えている。 

     ・資料 4 頁の第 3 期中期計画の重点項目には良いことが書いてあるが、令和 2 年度

計画の各項目とどうつながっているのか、その関係が掴みにくい。ツリー状にし

て関係づけることや、項目のいくつかに取り組むことで重点項目が達成できると

いう説明をすることでわかりやすくなるのではないか。 

 →各年度の取り組みスケジュールもにらみながら全体の計画を立てている

が、もう少し全体像を見えるように示すなど、少し時間をいただいてその

方法について考えさせてほしい。 

     ・資料 9 頁の計画番号 30 番で、ＵＲＡオフィスに関して掲げられているが、こうい

った体制は必要だと思う。東京で活動できる人を採用することも考えられるので

はないか。 

     ・資料 7 頁の計画番号 25 番で、機関リポジトリを通じての公開とあるが、著作権等

の問題には十分注意する必要がある。 



 

     ・資料の 4 頁はピンとこない箇所がある。例えば、（８）のインターネット出願の

導入は教育の質の向上にどうつながるのか。また、ブランド力の向上には広報の

ことばかり書いてあるが、それよりも教育の中身や特質がブランド力の根幹では

ないのかと感じる。 

       →ご指摘の点について、今の段階で見直すことは困難であるが、今後の検討課

題とさせていただきたい。 

     ・資料 12 頁の計画番号 51 番では、電気・ガスの経費削減が掲げられているが、昨

年度の計画と比べて対象を絞りすぎているのではないか。 

       →令和元年度計画に位置付けた物品調達コストの削減については、次年度から

聖泉大学と共同調達を行うこととなったことから、一区切りついたと考えて

いる。電気・ガスについては、これまで契約期間が異なるため対応が難しか

ったが、来年の 3 月 31 日は終期が合うタイミングとなり、調達方法について

選択の幅が広がることから、この機会に見直しを検討するもの。  

     ・計画のまとめ方について、単年度で取り組む項目と、中長期的に積み上げて取り

組む項目があり、後者についてはロードマップのようなものがあって、資料 4 ペ

ージの重点項目につながるという形が良いと考える。現在のまとめ方がそうでな

ければ、今後工夫されてはどうか。 

     ・資料 7 頁の計画番号 23 番は、本学らしい項目であり良いテーマであるが、これが

研究だけに終わることなく、県政における具体的な施策や政策提言につながるよ

うになれば良いと思うが、そういったつながりは見据えているのか。 

       →県の基本構想にも合致する形で位置づけている項目であり、県の施策への反

映については、大学から県に情報を発信することを通じて実現につながれば

良いと考えている。 

 

２ 高等教育の修学支援新制度と本学独自の支援制度について 

    澤村学生・就職支援課長から、資料に基づき説明があり、審議の結果、原案のとおり

承認された。 

 

   〔主な意見・質疑等〕 

・本学独自の制度を廃止して国の支援制度で運用することにより、支援の中身が下

がるなど教育の保証の観点から問題とはならないのか。 

  →国の支援制度で運用する場合には、その財源は措置されるが、本学独自の制

度を行う場合には、その財源の確保から課題となるため、本学独自の制度に

ついては、状況を見ながら次のステップとして考えていきたい。 

 

 ３ 団体役員賠償責任保険について 

    山田総務課長から、資料に基づき説明があり、審議の結果、プラン４により保険に加

入する手続きを進めることについて承認された。 

 



 

（報告事項） 

 １ 令和元年度知事と学長との意見交換会について 

    久保田事務局次長から資料に基づき報告があった。 

 

 ２ 令和２年度私費外国人留学生特別選抜試験の合格状況について  

    郡田教務課長から資料に基づき報告があった。 

 

 ３ 令和元年度学位記授与式の実施について 

    澤村学生・就職支援課長から資料に基づき報告があった。 

 

４ 令和２年度入学式の実施について 

    山田総務課長から資料に基づき報告があった。 

 

５ 令和２年度会議開催予定表について 

    山田総務課長から資料に基づき報告があった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


